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Ⅰ．問題の所在
1．現代社会の要請
　文部科学省が全国の小・中学校 600 校を対象に平成
24 年に実施した「通常の学級に在籍する発達障害の
可能性のある特別な配慮を必要とする児童生徒に関す
る全国実態調査」において 1），通常学級に特別な支援
を必要とする児童生徒の割合が明示されている。
　「知的発達に遅れはないものの学習面または行動面
で著しい困難を示す」と担任教員が回答した児童生徒
の割合は 6.5％である。こうした児童生徒のうち，「学
習面または行動面のいずれかの支援が行われている児
童生徒」は 55.1％で，「いずれの支援も行われていな
い児童生徒」は 38.6％という結果であった。
　同調査では児童生徒への支援について，学校の組織
的対応に関する指摘事項として，「校内委員会を効果
的に機能させる」，「特別支援教育に関する校内体制を
一層工夫し改善する」，「学習面または行動面で著しい
困難を示すとされた児童生徒を取り出して支援する」，

「それらの児童生徒も含めた学級全体に対する指導を
どのように行うのかを考えていく」等を挙げている。
　換言するならば，通常学級に在籍する「特別な支援
を要する児童生徒」に対して，学校組織全体として効
果的な指導を，教員の組織体制を再編し取り組むこと
の必要性を述べている。

2．A市及び研究対象校の教育課題
　通常学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生
徒に対して，市町村教育委員会レベルでも多様な教育
施策を展開している。
　A 市教育委員会でも多様な教育施策が展開されて
いる。その中の学校教育の推進に向けて，①学校運営・
改善の支援，②学力向上の推進，③心と体づくりの推
進，④不登校児童生徒への支援，⑤きめ細やかな指導
体制の確立，⑥学校施設の整備・充実等を掲げている。

⑤の「きめ細やかな指導体制の確立」の中で「コーディ
ネーターの活用による特別支援教育の充実と課題の
検証，学校体制の強化」を掲げ，学校全体での特別支
援教育の充実を図るための特別支援教育コーディネー
ター（以下，コーディネーターを Co と示す）の活用
や学校体制の強化を求めている。
　このような状況を把握するために，事前調査を行っ
た。A 市内全小学校（12 校）の教員対象アンケート
調査（H26 年 7 月）では，学級内に特別に配慮を要す
ると通常学級担任が回答した児童の割合は，全国平均：
6.5％に対して 2），A 市内平均：9.3％，N 小学校平均：
11.0％という結果になった（図 1 参照）。
　同アンケート調査結果から，A 市内教員の通常学
級における特別に配慮を要すると思われる児童の割合
は全国平均よりも高く，研究対象校（N 小学校）では
更に高い結果となった（研究対象校：児童数 760 名，
特別支援学級 2 学級を含む 26 学級の中規模校）。

Ⅱ．先行研究の分析と用語の定義
　このような通常学級において特別な支援を必要とす
る児童生徒への対応として注目されているのが「ユニ
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図 1　通常学級における配慮を要する児童の割合
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バーサルデザイン（以下 UD と示す）」型の教育方法
である。
　UD については，授業・学級（学習環境）・個別支
援等の多様な側面の総称としての教育活動としてわが
国でも導入され始めている。1985 年にアメリカノー
スカロライナ州立大学のロナルド・メイスが提唱した
考え方であり，あらゆる人にとって使いやすいデザイ
ンを意味している。この観点の通常学校における学級・
授業に取り入れたのが UD 授業の視点である。わが国
でも長江・細渕（2005），小林（2010）らの研究を通
じて，UD の教育方法に着目し積極的に学校現場に取
り入れた実践研究を蓄積している。
　その後，UD の視点を日本の授業研究に導入した佐
藤・渋澤 3）（2010）は，UD 授業について，通常学級
の授業において「LD 等の子どもには『ないと困る』
支援であり，どの子どもにも『あると便利』な支援」
と定義している。
　廣瀬 4）は，「教科の特性を踏まえ教材研究を深めた，
子どもが分かる質の高い授業そのものが，UD の考え
方による的確な支援や配慮もなされた授業である」と
述べ，子ども一人ひとりの異なる特性や教育的ニーズ
への対応などから迫る「特別支援教育」の視点とこれ
までの「わかる授業づくり」のための視点を融合させ
ることの必要性を論じている。
　UD 授業の効果性は，通常学級における授業・学級
活動場面において，当初は知的発達等の遅れを抱える
児童生徒を対象に効果性が検証されていくが，その後，
小学校高学年以降の学年段階が高まっていく中で，学
習進度が遅れ気味の児童生徒の効果性も検証されるよ
うになってきている。
　UD 授業の効果性が検証されるようになってくる
と，これらを学校組織全体へと波及される取り組みが
求められるようになっていく。これらを推進する教育
委員会は，管轄する小中学校に対するモデル事業を展
開するようになった。
　東京都日野市の全公立小中学校では UD の考え方に
基づくチェックリストを活用している 5）。その主な内
容構成は，「学級環境・授業における指導方法・個別
的配慮」の 3 側面であり，これらを各学校の実践に活
用することを推進している。
　山形県教育センターの「ユニバーサルデザインの視
点を取り入れた授業づくり」では 6），UD の 7 つの視
点として，「教室環境・学習や生活のきまり・関係づ
くり・授業の構成・教員の話し方，発問や指示・板書，
ノートやファイル・教材教具」を挙げ，チェックリス
トを作成している。
　大阪市教育センターの「小学校通常学級における授
業のユニバーサルデザインに関する研究」では 7），様々
な先行研究の分析を行い，UD 授業の基盤・要件・方
法に関して 10 観点から整理している。
　こうした UD 授業に関する先行研究の共通性を整理

すると，UD 授業には「教室環境づくり・学級集団づ
くり・授業づくり・個別的配慮」の 4 つの要素がある。
UD 授業の観点については，一定のモデル指標の有用
性に対して校内研修への導入プロセスの解明が求めら
れていると言える。
　本研究では，UD 授業を「子ども一人ひとりの発達
特性の把握や発達特性に応じた支援方法という特別支
援教育の視点と，学習における子どもたちの主体的な
学びや思考の深まりをめざす教科教育法の視点が融合
した，通常学級にいるすべての児童にとって『わかり
やすい』授業」と定義した。
　本研究では，この 4 要素に関する基準が明確であっ
た東京都日野市と山形県教育センターの各チェックリ
ストをもとに，UD 授業の基準を検証していきたい。
先行研究をモデルとして，UD 授業の内容構成につい
ては，①基盤としての教室環境づくり，②学級集団づ
くり，③ユニバーサルデザイン授業づくり，④個別的
配慮の 4 つの観点で構成することとした。
　これらを推進していくためには，「UD 授業」を各
学校の教科・学級担任が組織的に協働して取り組むた
めには小学校の学級担任制を前提とするならば，通常
学級において担任が行う UD 授業を，校内推進体制
を整えて学校組織全体で展開していくことが求められ
る。具体的には，全体研修会で UD 授業の具体的な観
点を示す共通の行動・評価指標（スタンダード）の共
有化を図り，学年会や学級への UD 授業づくり支援を
行うことを通じて，UD 授業評価を行うことが求めら
れる。
　先行研究から析出されるのは，ユニバーサルデザイ
ン型の授業の展開については，その理論的背景の導入
から，学校種別の授業実践の導入の実証研究は蓄積さ
れつつある。ただし，これらを学校全体・学校組織へ
と波及し，校内研修等を推進する中で多くの学校教員
の授業・学級場面へと波及させていくプロセスの解明
が強く求められていると考えた。

Ⅲ．研究仮説と方法
　通常学級におけるユニバーサルデザイン型の授業実
践については，近年では学校種・教科を問わず実践が
蓄積されてきている。
　一方で，これらを学級や教科単位の実践のみではな
く，学校組織として学校全体の UD 授業の実践へと拡
大させるためには，どのような手法が効果的であるの
かの実証的研究の蓄積が待たれていることも言うまで
もない。
　本研究では，UD 授業の実践を校内研修に取り入れ，
学校組織全体の授業実践へと展開させたマネジメント
サイクルを示した実証研究である。これらの研究の成
果を踏まえて，UD 授業を学校全体に導入するための
在り方を論じたい。
　そこで実証的研究の方法を下記のように定めて研究
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を進めた。研究対象校は A 市内の N 小学校とした。
【研究方法】
1．A 市及び N 小学校の実態調査と UD 授業の認知
2．推進組織（UD 授業推進会議）設置とマネジメント
　（1）学校全体へのマネジメント　（2）個別支援
　（3）学年会へのマネジメント
3．UD 授業の認知の変容

【研究対象校】
　N 小学校：児童数 760 名，学級数 26 学級（特別支
援学級 2 学級を含む）の中規模校

【調査期間】
　平成 26 ～ 27 年度：校内研修計画に位置付けて実施

Ⅳ．研究の実際
1．A市及びN小学校の実態調査とUD授業の認知

（1�）A 市内全小学校における UD 授業の認知度と実
施状況の調査（H26. 7 月）
実施日 平成 26 年 7 月 14 日～ 22 日
対象校 A 市内全 12 小学校
対象者 主幹教諭，学年主任，特別支援学級担任，研

究主任，特別支援教育コーディネーター，学
力向上コーディネーター（合計 124 名回収）

調査の
目的

A 市内全小学校における UD 授業の認知度や
取組状況，課題，ニーズを把握する。

調査方法 アンケートの直接配布と回収

　まず A 市内の全ての小学校に UD 授業に関するア
ンケート調査を行った。

　「UD 授業」もしくは「授業の UD」という言葉も内
容も知っていると答えた教員は約半数であり，言葉は
聞いたことがあっても，どんな授業なのか詳しくは知
らないと答えた教員と聞いたこともないと答えた教員
を合わせると 50％を超えている。
　つまり，A 市内の半数以上の教員は UD 授業につ
いて，どんな授業デザインのことなのか具体的なイ
メージを想起できない状況にあった（図 2）。

（2）「UD 授業」の基盤：「環境整備」「集団づくり」
　UD 授業に関する取組状況を，UD 授業の基盤とし
ての「環境整備」と「集団づくり」，UD 授業の実施
状況に分類して分析を行った。図 3 に示すように，環

境整備や集団づくりにおいては学校全体での取組が
40％前後であるのに対し，UD 授業の取組は 29％にと
どまっており，学校全体での取組が進んでいない状況
がうかがえる。
　その一番の理由として UD 授業をどう構想したらよ
いかという方法の理解が進んでいないことが調査で明
確になった（図 4）。
　このような状況を踏まえて，研究対象校である N
小学校における UD 授業の意識や実施状況の調査を，
校長・教頭を除く全教員 31 名に行った。調査した内
容は「UD 授業のイメージ」「UD 授業の実施状況（4
～ 6 月）」「UD 授業について知りたいこと」の 3 項目
である。
　UD 授業に対する教員の認知に関しては，図 5 に示
すように，通常学級において「どの子も分かりやすい」
授業づくりをするというイメージがあることが分かっ
た。昨年度は学級目標をシンプル化することを全校的
に実施したこともあり，視覚的な工夫のイメージが強
い教員が多かった。個に応じた手立てを工夫すること
に関しての意識は低い。このことから，UD 授業の具
体的な工夫や配慮等を示す必要があるといえる。
　「UD 授業の実施状況（4 ～ 6 月）」に関しては，図
6 に示すように，実施できていないと回答した教員は
68％であった。N 小学校の日常の授業展開から考える
と決して何もできていない訳ではなく，日常の授業の
中のどのような要素が UD 授業の視点にたった授業と
いえるのかがとらえられていないものと推測できる。
　また，図 7 に示すように職務別による UD 授業の
実施状況を見てみると，UD 推進委員（特別支援教育
Co と学力向上 Co）の実施率が 100％であるのに対し，
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図 2　ユニバーサルデザイン授業の認知度

図 3　A市内全小学校の取組状況

図 4　UD授業の取組ができにくい理由

49.5 44.5 6

0 20 40 60 80 100

市内平均

「ユニバーサルデザイン授業」の認知度

言葉も内容も知っている

言葉は聞いたことがあるが、詳しく知らない

聞いたことがない

43 35 29

40 43 46

17 22 25

0

20

40

60

80

環境整備

100

集団づくり UD授業

特に取り組んでいな

い

一部の学級・学年で

取り組んでいる

全校的に取り組んで

いる

単位：% 

構想の仕方が
別の校内研修

分からない(方
法)

テーマがある

指導できる教員 時間的余裕が

がいない ない

市内合計 44 34 21 18

0

10

20

30

40

50人

数

UD授業の取組ができにくい主な理由



井　上　文　美　・　平　石　信　敏　・　大　竹　晋　吾

学年主任で 50％，その他の教員（23 名）に関しては
14％という結果であり，その多くは若年層教員がしめ
ている。このことからも，UD 授業の具体的な手立て
の工夫や配慮について共通理解をしていく必要がある
といえる。

　「UD 授業について知りたいこと」に関しては，図 8
に示す通り，UD 授業の具体的イメージの提供を求め
る回答が最も多かった。また，個別支援の在り方や日

常の授業との違いを知りたいという回答が見られた。
　調査（1）（2）の結果から，UD 授業推進は A 市全
体の課題であり，UD 授業を共有化するための行動指
標や評価基準が必要であると考えた。そこで，UD 授
業の基盤と具体的な要素を示す「スタンダード（N 小
学校版）」を作成し，A 市内への汎用性を持たせるこ
とを目的としている。

2．推進組織（UD授業推進会議）設置とマネジメント
（1）UD 授業推進会議の設置
　まずは N 小学校において，UD 授業を推進する組織
体を設置し（UD 授業推進会議），N 小学校スタンダー
ドの活用を学校組織全体へ図っていた。UD 授業推進
会議のマネジメントについては，図 9 に示すように
UDCo による UD 授業推進会議の計画・実施・評価を
中核とし，UD 授業推進会議での戦略をもとに各推進
委員がそれぞれの担当分掌や学年・学級に働きかけ，
UD 授業推進を具体化していくことである。そのため
に，理解と共有化を図るマネジメントと日常化と評価
を図るマネジメントの 2 つのマネジメントを行った。
　UD 授業推進会議の構成員は，UDCo，主幹教諭，
研究主任，特別支援教育 Co，学力向上 Co とした。
UD 授業の校内推進戦略を練り，推進委員の役割に応
じた推進内容や方法を明確にする役割と担う会議体組
織である。

（2）スタンダードの作成と活用
　先行研究をもとに UD 授業の基盤と具体的な要素を
示す「N 小学校スタンダード」（表 2）を作成し，UD
授業推進会議をもとに，学校全体や学年会・学級への
理解と共有化及び日常化と評価を図るためのマネジメ
ントを行った。
　N 小学校スタンダード①では，学級：教室環境・学
習や生活のきまり・人間関係づくり，授業：授業の構
成・教員の話し方，発問や指示・板書，ノートやファ
イル・教材教具授業に関する指導の観点を自己評価す
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図 6　UD授業の実施状況（4～ 6月）

図 7　職務別ユニバーサルデザインの授業の実施率
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図 8　UD授業について知りたいこと

図 9　UD授業推進会議を中心としたマネジメント
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る内容構成となっている。スタンダード②では「個別
支援」の項目であり，配慮を要する対象児童への指導
の際の指導の観点を集約したものである。
　UD 授業の理解と共有化や日常化と評価をめざして
学校全体で組織的に推進を図るため，学校長との協議
のもと，UD 授業推進会議に基づいた全体研修会（H26
年 8 月）においてスタンダードの解説及び確認を行っ
た。同校では平成 26 年の校内研究として実施してお
り，特別支援教育の視点と教科教育の視点からの推進
を図っている。
　H26 年 10 月以降は UD 授業推進会議を毎月 1 回開
催し，図 10 に示す流れとマネジメントで運営した。
　平成 27 年度は 2 年次であるが，UD 授業推進を校
内研修と関連させることとし，新たに主幹教諭と研究
主任を UD 授業推進会議の構成員に位置づけた。

（3）UD 授業推進会議へのマネジメント
　2 年次の第 1 回 UD 授業推進会議（H27 年 4 月）では，
会議レジュメを活用し，UD 授業推進会議の目的や各
推進委員の役割を明確に示した。また，1 ヶ月サイク
ルでの会の運営の流れを説明し，各推進委員には推進
実践カードをもとに，役割に基づく推進実践状況を報
告してもらうことや，次回から会議後に事後評価を実
施すること等を確認した。5 ～ 7 月の事後評価結果は 
図 11 の通りである。
　図 11 から分かるように，推進実践カードを活用し
て前月推進内容の報告を行い，会議レジュメをもとに
次月の各推進委員の役割を明確にした PDCA サイク
ルでの運営は，各推進委員の役割意識を明確化し，会
の内容を充実させる上で有効であった。

3．UD授業の理解と共有化のためのマネジメント
（1）研修会の実施と N 小学校スタンダードの共有化
　全体研修会において UD 授業の概念や定義づけ，「N
小学校スタンダード」の提案を行うにあたり，事前に UD
授業推進委員と内容を確認・協議し，共有化を図った。
【実施日】H26 年８月下旬
【目　的】UD 授業の基本的な考え方の理解を図る
【内　容】�① A 市及び N 小学校の実態調査結果報告 

② UD 授業の概念説明（先行研究から） 
③ N 小学校における UD 授業の定義 
④「N 小学校スタンダード」の提案 
⑤今後の UD 授業づくりについて 
⑥「N 小学校スタンダード」1 回目自己評価
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表 2　N小学校スタンダード①・②

図 10　UD授業推進会議の流れとUDCoマネジメント

図 11　UD会議事後評価
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　全体研修会では，まず A 市及び N 小学校の実態調
査結果を報告し課題を共有した。N 小学校における
UD 授業の定義を，特別支援教育の視点と教科教育法
の視点の両軸が重要であることに重点を置いて説明を
行った。
　その上で，UD 授業づくりの具体的な観点を示す「N
小学校スタンダード（東京都日野市，山形県教育セン
ターの各スタンダードをもとに再編）」（表 2）を提案
した。
　「N 小学校スタンダード」は，UD 授業の基盤であ
る教室環境づくり・学級集団づくり・授業づくりの 3
観点からなる「スタンダード①」と個別の支援に関す
る「スタンダード②」から構成したものである。この「N
小学校スタンダード」と結びつけて UD 授業の具体的
要素を分かりやすく示すために，UDCo が実際に行っ
た国語の授業資料等を提示しながら説明した。

（3）UD 通信の発行
　UD 授業の校内推進状況を全教員で共有するため，
平均月 1 回の UD 通信を発行した。その内容は，UD
授業推進会議での協議内容や，全体研修会の報告，学
年での推進状況，検証学級の UD 授業づくり支援紹介
などである。通信の発行により，全教員が学校全体で
の UD 授業推進の状況を把握したり，他学級の取組を
共有したりすることができた。

4．学校全体へのマネジメント：N小学校スタンダー
ドの視点を位置づけた全体研修　

（1）授業の実施（H27 年度 3 回）
　2 年次は校内研修で行う全研究授業に N 小学校スタ
ンダードの UD 授業づくり視点を位置づけた。6 ～ 7
月に 3 回の全体研修授業（表 3）を実施し，表 3 に示
す UDCo によるマネジメントを行った。
　3 回の全体研修授業を終えた教員の事後アンケート

結果は表 5 の通りである。
　アンケート結果（表 5）から分かるように，指導案に
N 小学校スタンダードの UD の視点を明記し，チェッ
クシートで教員相互評価を行ったことで，UD の視点
への理解と授業を見取る力が深まり，UD 授業の日常
化につなぐことができた。また，協議会の内容や形態
を工夫したことで，UD 授業の具体的視点が明確にな
り，日常化に向けた意識付けを図ることができた。

（2）UD 授業全体研修会の実施（第 2 回・H27 年 7 月）
　UD 授業推進委員が企画・運営を行い，各担当ごとに
説明を行った。UDCo は 4 ～ 7 月の N 小学校スタンダー
ドの教員自己評価結果や保護者評価の結果を説明した。
学力 Co は学年での UD 授業推進の在り方や UD フォル
ダ活用を提案し，特別支援教育 Co はサポートヒントシー
ト追補版の活用の仕方を説明した。研修会後の教員の
事後アンケート結果は図 13 の通りである。
　4 段階評価で行っているが，UD 授業全体研修会に
ついても時系列が進むにつれて，教員個々の UD 授業
に対する理解は高い評価結果となっている。
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図 12　UD通信　一部抜粋（H26.10）

表 3　全体研修授業の日程と内容
6 月 16 日　主題研修提案授業（4 年：国語）
6 月 30 日　指導方法工夫改善研究授業
　　　　　　（3 年：算数　習熟度別学習）
7 月 14 日　外国語活動研究授業（6 年）

表 4　研究主任とUDCo連携マネジメント
・�指導案と分析シートに N 小学校スタンダードの視点明

記依頼
・全研での UD 授業推進委員の役割分担の明確化
・協議会のもち方（内容と形態）の原案作成と検討
・�UD 授業づくりチェックシート（N 小学校スタンダー

ド「授業づくり」項目）での教員相互評価の実施

表 5　3回の全体研修授業後のアンケート結果
① �UD 授業づくりチェックシートを活用したことで，

UD の視点から授業を参観することができましたか？
� 3.52（4 件法）

【主な理由】
・�チェックシートがあることで UD を意識して見ること

ができる。
・�チェックシートを活用することで分析表や指導案にあ

げられている項目以外も見ることができる。
・�回を重ねるごとにチェックシートの内容が意識できる

ようになってきて，授業を見る視点が UD まで広がっ
てきた。

②�ワークショップ形式で授業のよさや課題を整理したこ
とで，UD の視点から考えを深めることができました
か？� 3.50（4 件法）

【主な理由】
・�UD の視点から振り返ることができるので，少しずつ

分かるようになってきた。
・�少人数での話し合いで，自分が気付いていない UD の

視点に気付くことができた。
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Ⅵ．成果と課題
　日本の学校教育において，通常学級での配慮の必要
な児童生徒のためのカリキュラムや学習環境などを改
善していく方策として注目されたユニバーサルデザイ
ン型の授業，ガイドラインといった手法は，着実に教
員の認知を高めている。しかし，一方で UD に関する
理論的な知識，実践的な授業能力については，十分な
校内研修機会の在り方などは議論が必要である。
　平成 26 年～ 27 年に行った本研究では，約 2 年間に
わたって教員の UD 授業に対する認知の変容を自己
評価してもらっている（図 15）。UD 授業については，
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図 13　第 2回 UD授業全体研修会後アンケート結果
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図 15　N小学校スタンダード②（個別の配慮）
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学習環境，学び方・規律，板書，教材等については，
教員全体の認知の高まりがみられる（図 14）。また，
配慮を必要とする児童に対する指導方法についても，
教員の認知が高まっている（図 15）。
　これらを，2 年間の時系列的なデータとして，平成
26 年度以前から N 小学校に勤務している教員と，平
成 27 年度以降に赴任してきた教員を比較してみた。
結果としては，UD 授業に対する認知の差が出てきて
いる。これらは，恒常的に UD 授業に対する認知を校
内研修で高めていくことが重要であることを示唆して
いる。
　換言すれば，UD 授業の導入プロセスでは，授業研
究の手法として教員共通の指導法を論じながら，併せ
て個別な配慮を必要とする児童への対応方法を一定の
レベルで共通実践を図ることを通じて，UD 授業に対
する教員全体の共通認知を高めていくことは十分に可
能である。
　しかし，このことは新たな課題を指摘している。配
慮が必要な児童の個々に対応するための，専門的な知
識・技術を獲得することが，集団対応の観点から UD
授業を捉えてしまうために，課題として認識されにく
くなってしまう可能性がある。配慮を必要とする児童
に対して，教員に求められる個別指導の能力を獲得す
るためには新たな研修機会を設けなければならない。
このような機会を各学校単位で保証することは，難し
い現実があるのではないだろうか。
　学校組織全体の UD 授業導入に対して，課題を克服
する新たな取り組みについて，今後とも検証を重ねて
いきたい。
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